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〔
省

令
〕

〇
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
処
理
す

る
場
合
に
お
け
る
国
税
等
の
徴
収
関
係
事

務
等
の
取
扱
い
の
特
例
に
関
す
る
省
令
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
財
務
四
九
）

J

〔
告

示
〕

〇
労
働
安
全
衛
生
法
第
五
十
七
条
の
三
第
三

項
の
規
定
に
基
づ
き
新
規
化
学
物
質
の
名

称
を
公
表
す
る
件
（
厚
生
労
働
三
五
三
）

J
K

〇
薬
事
法
第
二
十
三
条
の
二
第
一
項
の
規
定

に
よ
り
厚
生
労
働
大
臣
が
基
準
を
定
め
て

指
定
す
る
医
療
機
器
の
一
部
を
改
正
す
る

件
（
同
三
五
四
）

J
R

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

K
K

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
国
立
重
度
知
的
障
害
者
総

合
施
設
の
ぞ
み
の
園
平
成
二
十
一
事
業
年

度
財
務
諸
表
、
平
成
二
十
二
年
度
公
害
防

止
管
理
者
等
資
格
認
定
講
習
、
企
業
年
金

基
金
設
立
関
係

J
I
O

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
、
行
旅
死
亡
人
関

係

J
J
M

会
社
そ
の
他

J
J
N

会
社
決
算
公
告

J
J
R

〇
財
務
省
令
第
四
十
九
号

予
算
決
算
及
び
会
計
令
（
昭
和
二
十
二
年
勅
令
第
百
六
十
五
号
）
第
百
六
条
第
一
項
及
び
第
百
四
十
四
条
並
び
に
国

税
収
納
金
整
理
資
金
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
二
十
九
年
政
令
第
五
十
一
号
）
第
三
十
九
条
の
規
定
に
基
づ
き
、

電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
処
理
す
る
場
合
に
お
け
る
国
税
等
の
徴
収
関
係
事
務
等
の
取
扱
い
の
特
例
に
関
す
る

省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
二
年
九
月
二
十
七
日

財
務
大
臣

野
田

佳
彦

電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
処
理
す
る
場
合
に
お
け
る
国
税
等
の
徴
収
関
係
事
務
等
の
取
扱
い
の
特
例
に

関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
処
理
す
る
場
合
に
お
け
る
国
税
等
の
徴
収
関
係
事
務
等
の
取
扱
い
の
特
例
に
関
す

る
省
令
（
平
成
三
年
大
蔵
省
令
第
五
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
紙
第
一
号
書
式
（
そ
の
一
）
か
ら
同
書
式
（
そ
の
十
）
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

˜


		2010-09-26T22:09:07+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




